別紙様式３

事業実施契約書
　日本合板工業組合連合会　会長　井上篤博（以下「甲」という。）と、○○○○株式会社　代表取締役　○○○○（以下「乙」という。）とは、地域材利用加速化支援事業のうち国産材原料転換技術開発事業について次のとおり契約する。

記

１．事業名

２．事業実施方法

　　別に定める事業実施計画書に基づき、事業を遂行する。

３．事業実施期間

　　契約の日から平成２３年２月末日まで。

４．業務の分担

（１）甲の業務分担

①事業実施計画書に基づく事業遂行の管理

②事業実施計画書に計上された経費の（乙）への支出

（２）乙の業務分担

①事業実施計画書に基づく事業の遂行

②開発終了後の実績報告書の作成・提出

③事業実施計画書に基づく計画の実施のための発注、納品検査、請求書受理、債権者への支払、領収書等関係書類の取り纏め及び報告

５．事業に要する費用の分担及び支払

（１）事業に要する費用は、事業実施計画書の実施予算金○○○○円（消費税及び地方消費税を含む。）を限度とする。

（２）乙は、上記予算の範囲内で事業計画に基づき乙の責任のもとに支出を行うものとする。

（３）乙は、事業終了後事業に要した費用を甲に請求し、甲は事業完了確認後乙に支払うものとする。

（４）上記（１）以外の経費は乙が負担する。

６．事業に要する費用の部分払い

（１）必要がある場合、甲は事業に要する費用の一部を乙に部分払いをすることができる。

（２）上記金額は、国庫補助金の部分支払の範囲内で甲が決めることができる。
７．事業実施計画の変更等

　乙は、やむを得ない事由により、次の①または②を行おうとする場合には、予め甲の承認を得る。

①事業実施計画書における計画の内容または事業実施予算費目の配分を著しく変更しようとする場合

②事業実施計画書における事業の一部または全部を中止または廃止する場合

　また、やむを得ない事由により、事業が予定の期間内に完了しない場合または事業の遂行が困難となった場合は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従う。

　このような手続きを行わず、事業実施計画書の内容に変更があり、事業実施計画書に記載された事業と異なるものとなったと判断されたものについては、甲は経費を支出しない。また、既に経費が支払われている場合には、乙は甲が支払った経費の全部または一部を甲に賠償する。

８．研究成果の公表等

　事業終了後、開発成果を公表するものとする。ただし、乙から甲に対し業務の都合により研究成果を公表しないよう申し入れがあったときは甲乙協議の上、その一部を公表しないことがあり得る。

９．開発成果等の取り扱い

（１）工業所有権等

　当事業の実施により工業所有権等が発生した場合、その工業所有権等は甲と乙の共有とする。

当該工業所有権等を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該工業所有権等を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該工業所有権等を活用するため特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、事前に農林水産省と協議して承諾を得た上で、当該工業所有権を利用する権利を第三者に許諾することができる。

※工業所有権等とは、特許権、特許を受ける権利、実用新案権、実用新案登録を受ける権利、意匠権、意匠登録を受ける権利、プログラムの著作物の著作権、データベースの著作物の著作権等のことをいう。

（２）工業所有権等の出願及び維持等の費用は開発者の負担とする。

10．報告等

（１）乙は事業終了後別途定める実施報告書を作成し、甲に提出する。

（２）事業終了の翌年度から５年間、乙は毎年度、工業所有権等の譲渡・実施権の設定による収益の状況及び開発された新製品の生産・販売実績を甲に報告する。

（３）上記（２）の報告に基づき、乙が相当の収益を得たと甲が認めた場合には、乙は、甲から支援を受けた経費の額を限度として、甲の請求により支援を受けた全額または一部を甲に納付する。

11．取得財産の管理等

　乙は、甲の支払を受けて取得し、または効用の増加した財産については、事業実施契約期間の終了後においても善良な管理者の注意をもって管理し、甲からの経費支払いの目的に従って、その効率的な運用を行う。

　乙は、取得価格及び効用の増加した価格が単価５０万円以上のものについては、甲の承認を受けないで経費支払いの目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保に供してはならない。ただし、甲の承認を得て当該財産を処分したことにより収入があった場合には、支払経費の額を限度として、その収入の全部または一部を甲に納付する。

12．その他事業を行うために必要な事項

　この事業実施契約書の内容に疑義が生じた場合には、甲と乙は協議により解決を図るものとする。

　上記契約の証として２通作成し、甲、乙それぞれ１通を保有する。

平成２２年　月　日

甲　　　東京都千代田区三崎町２丁目２１番２号
　日本合板工業組合連合会 
　　井　上　篤　博  　　　　　　　　　　印

乙

印

